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歳入、歳出決算の状況について
令和元年度の一般会計および各特別会計の決算額は、次のとおりです。平成30年度と比較し
て、一般会計の歳入は、ふるさと寄附金などの増により9億3,426万8千円の増額、歳出では小・中
学校空調整備事業などにより、
11億5,610万2千円の増額となっ
ています。一方、特別会計は、
国民健康保険事業特別会計
が、歳入歳出ともに減額となる
一方で介護保険事業特別会計
は、保険給付費などの増によ
り、歳入歳出ともに増額となり
ました。このようなことから一
般会計と各特別会計の決算合
計額は、前年度に対し、歳入
で9億256万7千円、歳出で12
億1,983万円とそれぞれ増額と
なりました。

一般会計　決算収支の状況�
区　　　　　　　分 令和元年度

歳入総額� A 232億6,069万5千円

歳出総額� Ｂ 228億1,255万6千円

歳入歳出差引（A－B）� Ｃ 4億4,813万9千円

翌年度へ繰り越すべき財源� Ｄ 3,946万円

実質収支（C－D）� Ｅ 4億867万9千円

単年度収支� Ｆ ▲2億1,929万6千円

基金積立金� Ｇ 794万8千円

繰上償還金� Ｈ 0円

積立金取り崩し額� Ｉ 6億5,949万4千円

実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ＋H－I�）� Ｊ ▲8億7,084万2千円

市税
37億4,026万8千円

16.1%

自主財源
77億6,535万3千円

33.4%

総務費
43億3,245万1千円

19.0%

民生費
77億60万9千円
33.8%

衛生費
10億6,137万9千円

4.7%

消防費
9億3,038万6千円

4.1%

農林水産業費
20億8,413万円

9.2%

土木費
14億9,826万3千円

6.6%

教育費
24億2,406万1千円

10.6%

公債費
22億1,025万6千円

9.7%

災害復旧費
1億5,033万9千円

0.7%

分担金及び負担金　1億6,949万7千円（0.7%）
使用料及び手数料　3億9,722万円（1.7％）
財産収入　1億2,347万5千円（0.5%）
寄附金　16億6,455万8千円（7.2％）
繰入金　11億4,738万3千円（5.0%）
繰越金　3億5,597万3千円（1.5%）
諸収入　1億6,697万9千円（0.7％）

地方譲与税　3億3,898万4千円（1.5％）
利子割交付金　207万9千円（0.0％）
配当割交付金　637万4千円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金 367万6千円（0.0％）
地方消費税交付金　6億4,662万6千円（2.8%）
ゴルフ場利用税交付金　1,293万円（0.1％）
自動車取得税交付金　2,852万円（0.1%）
自動車税環境性能割交付金　800万2千円 （0.0%）

地方特例交付金　4,388万3千円（0.2％）

歳入決算総額
232億2,285万6千円

議会費
1億7,202万3千円

0.7%

商工費
2億1,082万円
0.9%

依存財源　154億5,750万3千円
66.6%

地方交付税
76億5,537万1千円

33.0%

国庫支出金
26億4,652万7千円

11.4%

県支出金
23億9,819万7千円

10.3%

市債
16億6,049万6千円

7.2%

交通安全対策特別交付金
583万8千円
0.0％

歳出決算総額
（性質別）

227億7,471万7千円

義務的経費
103億2,116万4千円

45.3%

投資的経費
33億933万1千円

14.5%

その他の経費
91億4,422万2千円

40.2%

人件費
35億6,218万6千円

15.6%

扶助費
45億4,872万2千円

20.0%

公債費
22億1,025万6千円

9.7%普通建設事業費
31億5,899万2千円

13.8%

物件費
33億3,441万3千円

14.6%

災害復旧事業費
1億5,033万9千円

0.7%

補助費等
23億1,683万8千円

10.2%

積立金
8億3,573万5千円

3.7%

投資及び出資金・貸付金
24万円（0.0％）

維持補修費
1億7,774万1千円

0.8%

繰出金
24億7,925万5千円

10.9%

歳出決算総額
（目的別）

227億7,471万7千円

～
令
和
元
年
度
決
算
の
概
要
～※�下記のグラフは地方財政状況調査を基にしており、歳入・歳出総額から、それぞれ3,783万9千円

を減額した数値で作成しています。
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特別会計　決算収支の状況� � � � � � � � 　　　

区　　　　　　　分 歳入決算額 歳出決算額 翌年度への
繰越財源 実質収支

国民健康保険事業特別会計 58億740万2千円 57億6,708万3千円 0 4,031万9千円
後期高齢者医療特別会計 5億4,168万4千円 5億4,055万4千円 0 113万円
介護保険事業特別会計 53億4,931万6千円 52億4,148万6千円 0 1億783万円
農業集落排水事業特別会計 7,234万2千円 6,643万6千円 0 590万6千円
公共下水道事業特別会計 1億5,454万2千円 1億3,172万6千円 0 2,281万6千円

令和２年度上半期の財政状況（令和２年９月末現在）� � 　

区　　　　　　　分 予算現額 収入済額 収入率
（%） 支出済額 執行率

（%）
一般会計 286億8,934万5千円 143億7,861万8千円 50.1 126億601万9千円 43.9
国民健康保険事業特別会計 58億3,309万円 24億629万5千円 41.3 21億6,132万9千円 37.1
後期高齢者医療特別会計 6億410万5千円 1億7,403万7千円 28.8 1億6,825万4千円 27.9
介護保険事業特別会計 52億728万5千円 24億1,193万2千円 46.3 22億3,365万6千円 42.9
※一般会計は、令和元年度からの繰越事業を含む。農業集落排水事業特別会計および公共下水道事業特別会計は令和２年度から企業会計に移行しました。

　令和元年度南九州市決算における健全化判断比率および資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関
する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定に基づき公表します。　
　今回公表する「健全化判断比率および資金不足比率」は、地方公共団体の財政が健全であるのか、資金不足がどれくら
いあるのかについて指標化し、基準値に対してどうなっているのかを法律に基づき公表するものです。
　市の財政については、下表のとおり赤字・資金不足はなく、その他の比率についても基準数値を大きく下回っており、こ
の法律上では健全な状態にあると判断されます。

（用語解説）
● 健全化判断比率…�次の４つの比率で構成され、地方公共団体の

財政の健全化を判断する指標です。
��・�実質赤字比率……�普通会計（本市では一般会計のみ）の赤字の

程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを
示すものです。

��・�連結実質赤字比率…�すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公
共団体全体としての赤字の程度を指標化し、
地方公共団体全体としての財政運営の悪化
の度合いを示すものです。

��・�実質公債費比率…�借入金（地方債）の返済額およびこれに準じ
る額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を
示すものです。

��・�将来負担比率……�地方公共団体の一般会計などの借入金（地
方債）や将来支払っていく可能性のある負担
などの現時点での残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示すものです。

● 早期健全化基準…�この基準を超えると、財政健全化計画の策
定、外部監査の実施が義務付けられ、財政の
健全化を図らなければなりません。

● 財政再生基準……�この基準を超えると、財政再生計画の策定、
外部監査の実施の義務付けのほかに地方債
の起債が制限されます。

● 資金不足比率……�公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模
である料金収入の規模と比較して指標化し、
経営状態の悪化の度合いを示すものです。

● 経営健全化基準…�上記の早期健全化基準に相当する基準で
す。

令和元年度　南九州市決算に基づく
健全化判断比率および資金不足比率の概要

２.  公営企業会計に係る資金不足比率� （単位：％）

区　分

法適用
企業 法非適用企業

水道事業
会計

農業集落
排水事業
特別会計

公共
下水道事業
特別会計

資金不足
比 率

－ 
(－)

－ 
(－)

－ 
(－)

経営健全化
基 準 20.00 20.00 20.00

［下段（　）数値は前年度数値］�
※ �資金不足額がないため、資金不足比率は算定されないことから、
「－」を記載。

１.  健全化判断比率　　　　　　 （単位：％）

区　分 実質赤
字比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

健  全  化
判 断 比 率

－
(－)

－
(－)

7.3
（7.4） 

7.9
（10.9） 

早期健全化
基 準 13.02 18.02 25.0 350.0

財 政 再 生
基 準 20.00 30.00 35.0

［下段（　）数値は前年度数値］�
※ �実質赤字額および連結実質赤字額がないため、実質赤字比率
および連結実質赤字比率は算定されないことから、「－」を記載。

［担当］知 �財政課�財政係


